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盟おわりに
I 地理学の研究対象としての教育
住民のもつ知識や職業上の能力，そして読み書きの能力の地域的な差異が，数百年も前からすでに
あることを証明できる.数千年前からすでに，偉大な政治家や哲学者，改革者(例えば，孔子，聖徳
太子，カトリック教会など)は， i知識Jと「権力jの関係もまた認識しており，能力主義によって
重要なポストを与えるよう強調してきた. i知識Jと結びついていない「権力J，あるいは， i知識」
(すなわち，ある国の「知識階級J)と大きく対立する「権力」の大部分は，歴史的にみて，わずか
の期間しか存続しなかった
経済力，政治力と同じように，知識の地域的分布もまた，古くより〈おそらくは文字の発見以来〉
地域的に差があり，居住システムの中心地階層と密接に結び、ついていた.それゆえ，ある地域におけ
る政治的経済的力の中心は，歴史の流れの中で常にまた，知識の中心でもあった しかし産業革命
まで，こうした「知識の差異」は，ごくわずかのみ，学校教育水準，すなわち「読み書きできるJ率
によって表されるだけであった学校教育は，産業革命以前においては，ほんのわずかの役割を果た
したにすぎず， P. Flora (1975， S.78)の算定によると， 18世紀ごろには，世界の人口の90%以上
がまだ読み書きもできない状態であった一般大衆の場合，産業革命以前における「知識の地域的差
異Jは，まず第一に，異なった職業上の能力において，また，異なった労働分業の段階で，異なった
経済発展段階において，異なった情報化レぺんにおいて，そして，異なった経済的社会的組織形態な
どにおいて現れてくる.
しかし産業革命後，教育・能力水準の経済的社会的意味が，様々の理由から著しく増大したばかり
でなく，教育水準の空間的差異が一層強まった工業化ならび、に近代化のプロセスは，教育の価値を著
しく高めたのである.経済と行政の発展の程度が増すにつれ，また，制度(組織)の規模と複雑性が増
すにつれ，労働の分化専門化，そして職業が進むにつれ，そして，労働関係の官僚主義化が進むにつ
れ，ますます，教育程度が，公式に修了証明書やデ、ィプロムを通して証明される必要が生じてきた
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それゆえ， 18世紀， 19世紀中には，ほとんどの先進国で，全国民にわたる義務教育と階層的に構成
された学校システムが導入された こうしたシステムの信頼性や効果，存続能力を高めるため，また，
能力のない応募者が重要なポストに就くことを防ぎ，ポスト授与を客観化するために，時代が下がる
につれ，ますます多くの職業で(手工業者，役人， ~三師，裁判官，先生，パイロットなどで)，教育
と認可に関する厳密な規則が公布された.その結果，雇用システムと教育システムの結びつきがます
ます密接になった.
教育システムと雇用システムの結合は，ある一定の教育水準がある職業を得る保証となる，
として理解されるのではなく，就業のために欠くことのできない前提である， として理解され
る.むろん，このような教育システムと雇用システムの結合は，絶え間ない変化のもとにある.
18世紀，読み書きの知識でまだ十分であったある職業において， 20世紀初頭には，おそらくす
でに，アピツアー(高校卒業資格試験)が求められ， 20世紀終わりには，大学卒が必要とされ
る.常に繰り返して生じる「過剰の危機」の時にとり、わけ(能力のある応募者の供給過剰の際)，
こうした「結合Jの方法が更新される.
封建社会，すなわち，属性主義的な社会(ポストの授与やステータスの割当は，血統によってなさ
れる)が，業績主義的な社会(ポストの授与が業績や能力によってなされる)にとってかわったよう
な国々においては，少なくとも教育水準は，ますます社会的移動の手段，すなわち，ステータス確保
の手段となった したがって，地理学的，社会学的，経済学的な問題設定をする多くの場合，教育水
準を，社会階層のメルクマールとして利用することができる
経済や行政の多くの領域で，社会的上昇，すなわち，重要な地位の確保の最も重要な基準が，ある
「政党jや「カーストj，I一族j，すなわち，ある固定したメンバーに属していることであり， I能力
(資格)Qualifikationjは，ある限られた職業においてのみ(たとえば，パイロット，医師など)，
役割を果たしているような留が，むろん今日でもなお存在する. この限られた職業では，無能さが，
直接的で，すべての人々がみてとれる結果を生みだす.
こうした国々においては，教育や能力の水準の空間的格差はわずかであり，また，教育水準が，社
会経済的指標としてあまり説明力をもたなし1かもしれない. しかし多かれ少なかれ，業績主義の強
し1排除，すなわち，教育・能力水準の軽視が，いかに経済発展や国民経済の能力に作用するのか，地
理学にとって，また，経済学や社会科学にとって，非常に興味深い問題提起であることには議論の余
地はない.
こうした教育のもつ大きな社会的経済的意味や，古くから証明可能であった住民の教育レベルの空
間的差異を呂前にしつつも，人文地理学者が 2，3の先駆者を別とすれば， 1960年代半ば墳になって
はじめて，教育や能力の空間構造やプロセスに興味をもち始めたということは驚くきべきことといえ
よう教育と能力の地理学の発展については，Geipel， R. (1976)とMeusburger，P. (1976)によっ
て述べられている
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E 教育地理学の研究テーマ
人間の教育・能力水準は，多くの生活領域に影響を与え，また，それらと関連しているので，教育
・能力の地理学の研究対象を，他の地理学の分野と同じように，明確に区切ることはできない.教育
活動の空間構造やプロセスが，興味の前面にある時，まず第 1に，次のふたつのグループの問題が提
起される.
第 lに，知識の空間的差異，情報水準，教育・能力水準の空間的差異の研究で、あり，それらと経済，
社会の空間構造との相互作用の研究である.第2に，教育施設(学校，大学，その他の教育施設など〉
の地域的，社会的流入菌の研究であり，それらと経済，社会の空間構造との相互作用の研究である
他方，非常に多くの数の研究テーマがある.そこでは，住民の教育水準や教育行動が，分析の前面
にでるのではなく，経済的，社会的構造やプロセスの多くの「影響因子」のうちのひとつか，ないし
は， i指標Jとして用いられる.人口地理学，経済地理学，集落地理学の多くの伝統的な問題提起の
際，教育水準を考慮することによって，より深い認識を得ることができる.たとえば，ある地域にお
ける人口流出の結果は，非常に能力のある人がもっぱら流出していったのか，あるいは，主として，
低い教育水準にある人々がそこを離れていったのかによって，大きく異なってくる.
住民の教育・能力水準は，社会階層の最も重要なメルクマーjレに属するので， さらにまた，知識や
情報の水準，教育水準もまた，人間の欲求や基準(価値観念)，役割期待，行為目標，そして決定プ
ロセスに対して持続的な影響を与えるので，理論的には次のようことが考えられる.すなわち，人文
地理学の全てのテーマ領域，すなわち，空間に作用する人間の行動様式すべてを，教育地理学的な考
え方で追求することができるということ，また，様々な生存機能(居住や労働，保養など)の中で，
人間行動が，それぞれ異なった情報・教育水準によって，どの程度まで影響を受けているかという問
題を追求できるということである. したがって， このような場合， i教育地理学的評価」を伴った人
文地理学的問題提起が分析される.以下で， こうした問題提起のいくつかについて簡単に紹介する.
I -1 住民の教育・能力水準と生徒の教育行動の地域的格差
教育・能力水準を把握する場合，科学の目標毎に，そして，研究のスケール毎に(例えば，地域的
にミクロスケールであるか，メソスケールであるか，マクロスケールであるかによって)，そしてま
た経済発展のレベルや国家の学校システム毎に，統計資料の状況毎に，異なった指標が利用される
そして，各々が，一定の長所，短所をもっている.
ミクロな地域スケールにおいては，すなわち，小さな単位〈アンケートという枠組み)での調査に
おいては，学校教育水準とともに，情報水準(知識)もまた，様々な問題提起において，非常に詳細
なかたちで把握することができる一方で，大きな空間を対象とし，謂査地域を非常に細分化した分析
では，時間と費用の問題から，特に，役所の統計で把握されている(公式の)教育水準， (職業)能
力に当たる必要がある.
社会地理学的指標として，学校教育水準と教育行動の個々の指標の説明力が，あらゆる国で同じよ
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うに良いとは限らない.それは何よりも，政治システム，経済システム，経済的社会的発展レベル，
学校システムの分化，そして，数多くの他の因子に依存しており，また，時とともに移り変わる.た
とえば， I文盲率」あるいは「識字率」という指標の有効性は，より多くの人々が読み書きできるよ
うになるほど減少する. したがって，教育方法のたゆまざる発展とともに，最も説得力のある指標は，
繰り返し他の教育の側面に移っていく
偲々の大学問に非常に大きなレベル差があり，また，明確に決められたランクづけがある日
本や合衆国のような国々では，大学のレベルが変わらないか，差があってもごくわずかしかな
い国々においてよりも， I大卒者の割合」という指標は，わずかしか語らない. 日本や合衆国
において， I大卒者の割合Jという指標を用いて研究する場合，どの大学を卒業したかをさら
に問題にしなければならない.
マクロ社会学的，社会地理学的研究の際，住民の教育水準は，社会階層の指標として，社会的経済
的中心周縁格差の指標として，あるいはまた，近代化プロセスの指標として，非常によく用いられた
たとえば， 18世紀から20世紀初頭にかけての経済ならび、に社会の近代化プロセスは，多くの学者によっ
て，文盲率の変化を例にとって調べられた社会史や経済史では，住民の識字率は，近代化の基礎前
提として，また，近代化の中心プロセスとしてみられている.ある地域の住民が読み書きできない限
り，多くの社会・経済・政治的変化のプロセスにとって必要な前提は欠くこととなる.
ヨーロッパ諸冨では， このような教育水準の歴史的分析にあたって，とりわけ 3つの資料が利用さ
れたしかしこれらは，方法上の理由から (Flora，P. ， 1975， 860を参照ふ互いに比較すること
はできない.
結婚証書
結婚証書から，名前を書くことのできた新婚の割合を得ることができる. この資料は，個々の国で
は17世紀にまで遡り，たとえば， F. Furet und J. Ozouf (1977)によって，フランスの近代化プロ
セスの歴史的発展の研究に利用された.
徴兵検査リスト(兵役義務のある男子の 1)スト)
国民への兵役義務が導入された後，新兵候補者は，その健康状態ばかりでなく，その読み書きの能
力も検査された. 2， 3の患では， こうした調査の結果が出版されており，また，ある国においては，
少なくとも，原本が文書館に保存されている
国勢調査
19世紀後半，多くのヨーロッパ諸国で，まず，住民の「読み書き能力」に関する質問が，その後，
住民の教育水準に関する質問が調査項自に採用された住民のわずかの部分にのみ限定されている先
のふたつの資料とは対照的に，国勢調査はまた，詳細な地域的，人口約，民族的差異の把握を可能に
する
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第1表 1890年におけるオーストリア・ハンガリー帝国オーストリア各州の文盲率(%)
列、i 年齢階窟による文盲率
11-20 21-30 31-40 41-50 51-60 61-70 70歳以上
Vorarlberg O. 8 O. 7 O. 7 1.0 1. 1 1.8 
Bohmen 1.7 2. 7 4. 1 5. 1 7.5 10.8 16.7 
N iederosterreich 1.8 3. 4 5. 1 6.3 8.7 11. 7 16.7 
(Wienを含む)
o berosterreich 1.9 2. 2 3. 2 4. 4 6. 1 10. 2 20. 3 
Tirol 2. 6 3. 3 4. 4 5. 5 7. 6 12.3 19. 8 
Salzburg 2. 8 4. 1 5. 7 8. 0 11. 8 16.9 25. 6 
Mahren 2. 9 4. 3 5. 4 6. 5 8. 6 12.1 17.2 
Schlesien 3.4 5. 7 6. 4 8. 2 11. 5 16. 1 21. 9 
Steiermark 7. 6 12. 2 15. 8 2. 6 30. 2 37. 2 42.8 
Karnten 10.7 21. 6 32. 1 36. 1 50. 4 54. 1 55.4 
Krain 12. 5 19. 3 29.1 38. 9 62. 9 75. 8 77.5 
Triest u.Geb. 13.5 16.8 19.1 26. 6 36. 7 47.3 49. 2 
Gorz u. Gradisca 13. 5 25. 1 40. 7 50. 6 6. 4 76. 6 77.6 
Istrien 50. 6 59. 8 70.7 72. 2 79. 3 85. 0 84.2 
Galizien 61. 1 65. 3 69. 6 74.6 78. 6 80. 8 77.7 
Bukowina 71. 6 81. 8 81. 6 85. 3 87. 7 8. 8 82. 3 
Dalmatien 76. 8 79. 1 86. 1 87.0 91. 1 91. 0 90. 6 
全地域 24. 1 27.4 28. 1 30. 9 3. 8 3. 9 34.3 
資料 Osterreichische Statistik. 32. Bd. Heft 3 Wien 1893. S. XXXVIII. 
第1表は， 19世紀のオーストリア・ハンガリー帝国内部における文言率の大きな地域的差異を証明して
いる.当時， Voralberg州が最も高い「識字率」をもち，次いで， B凸hmen，N ieder今asterreich
(Wienを含む)， Oberasterreich， Mahren， Schlesienが続く.一方， Galizien， Bukowina， 
Dalmatienにおいては，まだ文盲率は非常に高く，文盲層の追放は何十年も後になったある国の
住民の教育水準と経済発展との間の関係の分析の際，従属した変数と独立した変数を区別することが
確かに困難であるが，両者が相互に影響しあっていることには疑う余地がない.文盲率と経済発展(工
業化〉の関係は，これまでのところ，確かにまだ詳細に研究されていなかった. しかし 19世紀初め，
オーストリア・ハンガリー帝国の各州間に存在する文言率からみた地域開の発展格差が，今日でもな
お，社会経済的発展の格差にいかによく反映しているか，驚くべきものがある.
19世紀から20世紀の変わり目以蜂，文富率はほとんどの工業国家において，その意味を失った. こ
の時点から一般に， r最終学歴Jという指標が，より大きな科学的説明力を得る.発展途上国におい
ては， しかしながら， r文盲率Jは今日でもなお非常に重要な社会経済的指標である.
時間と費用の問題から，情報水準，教育水準を自らのアンケートを通じてではなく，二次資料に頼
るような研究においては，最終学歴と職業における能力水準が，様々な経済地理学的，社会地理学的
問題提起に対して，非常に説明力のある指標であることが判明した多くの留において，教育水準は，
詳細な職業とともに，悉皆調査(たとえば，国勢調査)で定期的に把握できる唯一の客観的な社会階
層のメルクマールである.
P. I¥1eusburger (1980)は，義務教育卒業者の割合にもとづいて，経済的に「低開発J地域を，
大学入学資格保持者，大卒者の割合にもとづいて，社会的上層が特に住む良好な居住地域を画定した
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さらに，世帯主の教育水準と住居の規模・質に
密接な関係があることが証明された.
ある問題提起の際， (成人)人口の最終学歴
を補完するものとして，生徒の教育行動が指標
として利用される. I教育行動」もしくは「教
育参加」という指標は，一定の(上級の)学校
形態(学校の種類〉へ進むものの割合， もしく
は，教育システムの「継ぎ百」で，他の学校形
態へと進むものの割合を含んでいる. ，-最終学
歴jと対照的に，教育行動という尺度は毎年新
しく提供されるので，地域の社会的構造の短期
間の変化や，一般的な社会経済構造の変化をよ
り良く，より速く把握することができる. した
がって， この指標によって，変化プロセスもま
たより平くから知り，より明瞭に表すことがで
きる
口出し 盤謹 40-59.9泌
特に，教育システムの最上級段階，最下級段
階への進学率が，社会経済構造・プロセスの比
較的精密な尺度である.第 l図は，フォアアル
ベルク州の市町村ごとに，国民学校(小学校)
o 19.9% 醸襲 60一79.9勿 上級段階への進学率を示している当時，オー
盤 20-39.9 % 轟 80- 100 % ストリアにおいて， この国民学校上級段踏は，
特別学校(障害者や，精神発達が遅れた子供の第 1図 1971/72年度フォアアルベルク州において愚民
学校第4学年修了後，国民学校上級段階へ進学 ための学校)を5IJとすれば，国民学校の第4学
した生徒の比率
資料:Vorarlberger Wirtschafts-und 
Sozialsta tistik 
原図:P. Meusburger 
年の後，進むことのできる最低位の学校形態で
あった国民学校上級段階は，この時点で，大
部分の都市地域では，すでに撤廃されており，
1970年代においては，かなり厳しい通学条件をもっわずかの農村地域においてのみ，存続することが
できた国民学校上級段階への高い進学率は，この時点で，居住が希薄で交通条件が悪く，経済的に
遅れた地域の指標でもあった
教育行動は，数多くの因子，たとえば，教育水準，両親の属する社会階層，経済構造，居住地域の
質的なポスト供給(収入可能性)，通学路の条件などに依存している.むろん，地域によって異なる
様々な学校タイプもまた，教育参加に影響を及ぼす. しかしある一定の学校供給は， もしそこで
授業料が徴収されない場合，個々の社会階層から，様々な程度で要求される.このことは豊かな学
校供給のある大都市の例に良く示されている.そこでは，通学距離が何の役割も果たさないが，非常
に狭い空間に，教育行動の大きな差異が存在
する. このように，西ドイツの大都市におけ
る基幹学校Hauptschuleへのやや高い進学
率は，不良な居住条件をもっ居住地域や外国
人労働者の高い割合の良い指標である(第2
図参照).
特に，両親の教育水準と生徒の教育参加を比
較することによって，垂直的社会移動の地域的
差異を概観することができる (Meusburger，
P. ， 1980参照). このことは， これまで，地
理学によっても社会学によっても，あまりに
わずかしか注目されていなかった.
II-2 就業地の規模に従属する職業従事
者の教育水準
教育地理学の数多いテーマ設定にとって，
最も重要なのは，高い能力をもっ職業従事者
ならびに低い能力しかもたない従事者の職場
が，個々の経済区分において，いかに空間的
o 5km 
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に分布しているかという問題であり， I労働 第2図 1980年-1987年マンハイムにおける基幹学校への
進学率
人口J(=通勤による流出を引き，流入を足 資料:Schulentwicklungsberichte der Stadt Mannheim 
した労働場所における職業従事者)の教育水 原図:S. Rohsler 
準に関して，どのような空間的規則性が確認
されるかという問題である.居住システムの階層区分(たとえば中心地理論)，ポスト供給の中心j奇
縁格差，あるいは，市町村の社会経済的類型化， これらに取り組んできた大部分の理論は， これまで
ほぼもっぱら，水平的労働分業，すなわち，職業従事者の部門によって分類することに注意を向けて
きた垂直的労働分業の問題，すなわち，労働プロセスをそれぞれ異なった決定権と能力をともな
う活動に分割することは， これまで広くなおざりにされていた.
主として経済区分や部門によって水平的に分類するよりも，教育・能力水準にもとづいて，あるい
はまた，職業従事者の決定権の責任領域，専門資格にもとづいて，ある地域のポストの供給を区分す
ることによって，一般的に，経済の空間組織構造や居住システムの階層構造をより深く認識すること
ができる.
企業の職階制の中における決定権，専門資格，能力の不均等な分布は，特に大きな組織で，例え
ば，複数の経営体をもっ企業で，ますます空間的な分極化をもたらした力，影響，決定権，そして，
高度な能力と結び付いたポストは，ますます，大都市や高位の階層の中心地に移動し一方で，周縁
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地域は，数多くの経済部門において能力を有するポストを失い，ますます外部の支配のもとにおかれ，
その組織の核心地域への依存を強めた
様々な経済部門の中で，居住システムの階層の中における就業地の位置とその労働人口の教青構造
との間にどのような関係があるか. こうした問題を，地域的歴史的な細部を切り離して，高度な抽象
レベルで説明しようとするならば，組織理論の考え方が非常に高い説明力を与えてくれる.
こうした組織理論の考え方 (Meusburger，P.， 1988)については， ここで深く立ち入る余地はな
い. ここで取り扱う問題提起に対して，決定的な意味をもつのは次のような認識である.すなわち，
ある社会システムの組織構造(規模，複雑さ，階層構造)と，特に(卓越する)システム制御の種類
(集中的か分散的か)が，様々な能力水準のポストの地域的分布パターンに直接影響をもっというこ
とである
ある社会システムの中で制御能力がどこに重点的に位置しているかによって，組織研究は，集中的
なシステムか分散的なシステムか，そして，多くのその中筒形態かを区別する (Geser，H. ， 1983参
，H の.集中的な(官僚機構的な)システムの中では，組織階層の下位段階では，定められた規則や規
定にもっぱら従って生産や管理がなされる.決定，問題解決，研究，開発，調整は，垂直的労働分業
の中では，大きな部分がより高次の階層段階へ移された.
集中的システムは，今日の組織研究の認識状況によると， もしシステムの外部関係(システムの
外部との，すなわち，他のシステムとの関係〉が，比較的安定しているならば，その他の構造タイプ
よりは優れている. したがって， もし組織の呂標システムが，時間的に安定し単純で明瞭ならば，
また， もし組織によってなされる課題が，比較的単調で，短期間の内に，あるいはJ思いがけず変わ
ることがなければ，適応，イノベーション，そして学習の強要はわずかしかない (Mayntz，R. ， 1974， 
S. 1062参照).
「外部世界Jの不確実性，変動性，予測不可能性が高い場合，知識，専門資格，そして決定権の分
散的分布が，さらに多くの場合，より小さな規模のシステムが，より成功しうることがわかる.集中
的，ならびに分散的システム制御は， しかしながら，大きな幅のある制御形態の両極端をのみ示して
いる.現実の世界では，ほとんどの大きな総織は，多くの種類のンステム制御を統合している.
あるシステムの組織構造と個々のシスチム要素の空間的立地(階層段階)との仲介となるものは，
多くの場合，その立地点の接触ポテンシャルへの要求と，必要とされる直接的 (face-to-face)な
外部接触の種類と範囲とで表される
ある活動や機能は，規則やマニュアル，計画にもとづき，通時的に概ね安定した型どおりの仕事を
行い，そして，比較的変わらない安定した外部との関係をもち，わずかにしか不確実性に直面しない.
こうした活動や機能は，立地場所の接触ポテンシャルを比較的わずかしか求めないしそれゆえに，
その立地場所において，他の伝統的な立地図子，たとえば，輪送費用，賃金などが許容する限りは，
理論的には，非常に多くの立地点へと移動することができる.
職業上の機能が，ガイドラインや規則を指向することが少なくなればなるほど，また，課題設定や
限定条件の変化が速ければ速いほど，決定の結果や行動の正当性に関する不確実性が大きくなればな
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るほど，そして，全システムに対する決定が重大な結果を引き起こすほど，他の組織の中の能力のあ
る，よく情報をもった影響力のある代表者との直設の接触がより必要不可欠となり，立地点の接触ポ
テンシャルへの要求が大きくなる.
多くの決定権者，専門サービス，高度な専門職業にとって，経済的成功は，彼らが，彼らにとって
重要な情報へのすばやいアクセスをもっているかどうか，そして，彼らが，彼らにとって重要な他の
決定権者や専門家と短時に直接の接触をすることができるかどうか，に大きく依存している.
したがって，一般に，あるシステムの中において，階層段糖が高次になるにつれ， システム要素の
直接的な外部接触への依存，すなわち，立地点のコミュニケーションポテンシャルへの依存が増大す
る. しかしその度合いは，また特に競争状況や，システムの自律性(力や市場)に依る.市場を支
配するような，すなわち，独占的地位をもっシステムは，比較的その環境から独立しており，その長
期にわたる存続は，立地選択には比較的わずか依存するのみである.そうしたシステムは，閉じたシ
ステムの場合と類似しており，その直接の環境へ入り込んでゆく必要はわずかしかない(託il，W.， 
Fehlbaum， R. und Ulrich， P.，1981. S. 339 ; Thompson， J.D. ，1967， S. 4 f参照)• ここでは手
短に，オーストリアの労働人口についての 2， 3の経験的研究を例に， この理論的考察を裏付け
る.
こうした組織理論の考え方を， もちろんミク口スケールで，個々の組織(製造会社，銀行，役所な
ど〉の分析にもとづいて，経験的により良く証明することができる.その際，学校外の能力のメルク
マールもまた考慮されねばならない. こうした研究はまだほとんどなされていないので， こうしたミ
クロスケールの立場にたっ上述した組織理論の考え方は，経済部門や居住システムの規模による階層
区分にもとづいて，経験的に誌明される. ここで用いられる経済部門は， しかしながら，特に第2次
産業で，組織の構造・規模の点で比較的不均一である.
労働人口の教育水準の中心周縁格差は，一方で，大卒者のポストの大都市への空間的集中によって，
また一方で，労働人口に占める大卒者の割合にみられる市町村規模間の格差によって表される.
ほぼすべての経済部門において，職業従事者の教育水準の上昇に伴って，ポストの空間的集中が著
しく増加することが，大体において確認することができる.すなわち，義務教育卒業者のポストが最
もわずかにしか空間的集中をせず，大卒者のポストが最も高い空間的集中を示している
しかしながら，第2表によると，個々の経済部門における大卒者のポストの空間的集中の程度が非
常に様々であることがみてとれる.そこでは， rコミュニケーション集約的なJ経済部門である「出
版j，r保険j，そして「金融Jが大都市に最も著しく集中し競争にさらされない偲人的な「サービ
ス業j(たとえば， r宗教施設j，r教育・研究j)ならびに 2， 3の産業部門が最もわずかしか大都
市に集中していない.
中心周縁「格差j，すなわち，市町村規模クラス間にみられる割合の変化傾向もまた，倍々の教育
レベル，経済部門においては，非常に異なっている.一般に， このような「格差」は，最上位の教育
レベル(=大卒者〉と最下位の教育レベル(=義務教育卒業者〉において最も大きく，中位の教育レ
ベル(たとえば，中等学校，ないしは専門学校卒業者)において最も小さい(第 3図，第4図参照、).
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第2表 1981年のオーストリアにおける大卒者ポストの空間的集中
経済部門
出版
民間保険
金融
社会保険
卸売業
印刷
化学工業
小売業
衛生・福祉
教育・研究
製紙
宗教
??? ?? ??
??????
?
??
???
???
? ?
??????
????
?
???????
?????
????????
?
??
? 」
?
? ?
? ? ? ?? ?? ???、??「???? ??
資料 Sonderauswertung der Osterreichischen Volksz討llung1981 
都市地域のうち， i中心部KerngebieteJは，オースト 1)ア中央統計局によって画定されたものである.
~ iくつかの経済部門で、は，就業地の規模が増大するにつれて，大卒者の割合が著しく増大しまた，
他の経済部門では， このような規則性を証明することができない.
もしも，高い能力をもつもの(ここでは大卒者)のポストの空間的集中とともに，高い能力を有す
る人の割合の中心周縁格差も考慮するならば，経済部門がいくつかのグループに区分される.
第1のカテゴリーの中には，たとえば， 1金融j，1行政機構j，あるいは「公的，法的な利益代表団
体(労働組合，商工会など)jをまとめることができる. こうした経済部門の中では，大卒者のポス
トは居住システムの最高位の段階に，すなわち，わずか2，3の大都市に極めて強く集中している.
それに加え，各々の市町村規模クラスの間で，言し1かえるならば，中心と庖縁の間で，大卒者割合の
著しい格差が認められる. このカテゴリーの経済部門は，一般的に，数多くの立地点に分けられた大
きな組織をもっており，決定構造の著しい集中化で特徴づけられる.
たとえば，金融機関では， 1981年の段階で，オーストリアの 5つの大都市，ウィーン，グラーツ，
，)ーンツ，ザルツブルク，インスブルックに，オーストリア全ての金融機関の大卒者のポストの8.7 
%が集中し都市地域の「中心部」には97%が集中していた.金融機関で認めることのできる，労働
人口の教育水準の異常に高い中心周縁格差(第3図参照〉は， 100万都市ウィーンにおいて，金融機
関の労働人口の大卒者割合 (7.49%)が， 2000人以下の市町村 (0.34%)よりも2倍も高いというこ
との中に表れている.1行政機関Jでは，その率は， 7.8: 1と見積もられている.第3図によるとま
た， 1971年から1981年にかけて相対的な格差の幅がより大きくなったことがみてとれる.
大卒者のポストの高い地域的集中は， しかしながら以下の例が示すように，必ずしも大卒者割合の
中心周縁格差に結び、つくとは限らない.1不動産，法律・経営事務所(弁護士，税理士，公証人など)j 
といった経済部門では， 1981年，大卒者のポストの約71.6%が，先に挙げた五つの大都市に集中して
いる. しかし 100万都市ウィーンでは，その労働人口に対する大卒者割合は，周縁農村のそれとほ
とんど変わらない.
こうした大卒者の地域的均衡には，まず第 1に， これら職業の特殊な組織構造，課題設定が利いて
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第 3図(a) I金融・保険業」における就業地規模別の男子労働人口に占める大卒者の比率
資料:Auswertung der Osterreichischen Volkszahlung 1971， 1981 
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第3図(b) I行政機関J(公務)における就業地規模別男女別の労働人口に占める大卒者の比率
資料:Auswertung der Osterreichischen Volksz忌hlung1981 
それぞれの市町村規模のクラスの人口は. 1 : 500人以下.2:501-2.000人. 3: 1. 001-
2. 000人. 4: 2. 001-5. 000人. 5: 5. 001 -10. 000人. 6: 10.001-20.000人. 7: 20. 001-
100. 000人. 8 : 100.001-1. 000. 000人. 9 : 100万人以上である
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第4図(a) 第二次産業部門における就業地規模別の男子労働人口に占める見習修業修了者の比率
(1971年および1981年)
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第4図(b) 第二次産業部門における就業地規模原jの男子労働人口に占める職業学校卒業者の比率
(1971年および1981年)
資料:Auswertung der Osterreichischen Volksz泣11ung1971， 1981 
市町村規模クラスの人口は，第1翠のそれに準ずる.
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いる.こうした部門では，職業活動のほんの小さな部分しか標準化されないしルーティン化されな
いので，垂直的労働分業の可能性はほんのわずかしかない.それゆえ，非常に小さな組織が卓越する
この経済部門の大部分の職では， もし IJ奇縁」において高い地位にいるならば，広い範囲にわたっ
て，予想できないほど変化する課題を成し遂げなければならない. したがって，顧客との直接の接触
の中で，専門知識と特殊な見識が必要とされる.そして，たとえ，大都市と農村地域との間で， こう
した経済部門において解決されるべき課題が区別できたとしても，弁護士や公証人のような専門化さ
れた職業にとっては，どこでも同じ教育水準が定められている
これまでとは全く異なる大卒者のポストの空間的分布ノfターンは，次のようなグループの経済部門
に認められる. これには，特に「教育j，r保険衛生・社会福祉j，r宗教施設」が属する. これらの経
済部門では，そろって，高い大卒者割合，大卒者ポストのごくわずかな空間的集中，そして，大卒者
割合の小さな「格差」を挙げることができる
「保険衛生・社会福祉」においては， 1981年で，大卒者のポストの55%のみが5つの大都市に集中
し「教育・研究jでは， 44.9%， r宗教施設jの場合は，わずか30.5%のみが， これら大都市に集中
していた 100万都市ウィーンと2000人以下の市町村の間において，大卒者割合は， r教育・研究jで
は， 1. 4: 1の比率で， r保険衛生・社会福祉」では，1.3: 1の比率で異なっていた
この経済部門の特殊な位置も，組織独特の特殊性や，関係した社会システム(学校，医者，病院，
牧部)の特別なシステム一環境関係によってかたちづくられた.大卒者の高い割合は， このような専
門化した職業には，厳密に定められた教育規定(一般には大学教育)があるという事実の結果である
こうした大卒者のポストが空間的にわずかにしか集中していない要因として，次のことが挙げられる
すなわち，このような個人に関係したサービス，それは，課題設定に対応して全人口に供給されなけ
ればならないものであるが，そこでは， r客j(患者，生徒など)との直接の付き合いの中での「現場
に却したJ能力が必要とされる.他方で， こうした施設の外部との関係は比較的安定しており，予測
可能である.それゆえに，立地点の接触ポテンシャルもまた， ごくわずかしか要求されない.なによ
りも， これらのシステムは(少なくともヨーロッパにおいては)，全く(学校，牧師の場合)，あるい
はごくわずかしか(医者，病院)，市場経済の競争にさらされていない. しかがって， もしも，分散
化が原因となる効率低下が起こっていても， システムの存続能力に大きく作用することはない.
でもまた，十分に保護されている労働市場が問題となってくる.
興味深いことに，これら 3つの経済部門(保険衛生・社会福祉，教育・研究，宗教組織〉は，全て
の大卒者のポストのうちの大きな部分をも占めている.そして， この大卒者ポストは，農村空間で大
きな意味をもっ.少なくともオーストリアにおける5000人以下の就業地では， 1981年，全ての経済部
門の大卒者の 4分の 3が，この 3つの経済部門にあったこの 3つの経済部門においてはまた，大学
卒業者の女性比率が最も高くなっている. 1可じ様なかたちで，第2次産業の経済部門もまた，様々な
カテゴリーにまとめることができる.
技術の変化(遠隔通信の効果)，特に「情報化社会」への流れは，企業や公的機関の組織構造，コ
ミュニケーション構造，接触構造を変化させるばかりでなく，高い能力をもつもののポストの地域的
270 
分布に深い影響力を及ぼす.オーストリアでは1971年から1981年の間に，第 Iのグループの経済部門
(金融など〉において，より高度な能力を有するポストの都市地域中心への集中が明らかに強まり，
一方，保険衛生，教育においては，高度専門職ポストの比率からみて， )奇縁地域が著しく盛り返して
きた町
I -3 教育施設の立地と流入歯
教育地理学は，その最初の段階で，何よりも実用に却したテーマに携わった第二次大戦後，多く
の新しい大学が設立された一方で，義務教育学校(すなわち小学校)では，空間的集中プロセスが生
じ特に周縁農村では，多くの小さな小学校が廃止に追い込まれた大学や学校の新設の場合も，学
校の廃止の場合も，空間科学的方法と地域に関する有益な知識が必要であった したがって，少なく
とも当初の欠陥に対して，地理学者や空間計画者，そして空間的格差に興味を持つ社会科学者が協力
を乞われ，あるいは， こうした問題提起への関心から自ら関わった.
様々な教育施設の最適立地の追求とともに，たとえば，学校，大学の通学留の把握，新しい教育組
織の伝播，大学が立地地域に及ぼす経済的社会的効果の分析，学校の休校が村落の社会構造に及ぼす
効果，経済構造と教育行動の交互作用などが分析の前面にあったここで，出版物の数からみて非常
に広範にわたる，教育地理学の研究領域の全ての重要な研究課題と成果に言及することはできない
したがって教育システムの基礎と先端を代表するふたつのテーマ領域のみを事例として短く述べるこ
ととする. こうした教育地理学の第 1の段階については， Geipel (1976)とP.Meusburger (1976) 
がすでに詳細に述べているので， このような限定もまた妥当であろう
1 )農村空間における小規模校
工業化プロセスに続いて生じた農村空間から都市への人口流出，多くの州において行われた地方自
治体の領域改革(市町村合併)，周縁地域における交通の改良，そして，中心地に位置する大規模校
という， 60年代に宣伝された教育上の「模範J，これらによって，周縁農村地域における数多くの国
民学校(小学校Grundschule)が廃校に追い込まれた特に 1クラス， 2クラスからなる小さな村
の学校は，当時の教育学者や教育計画者によって，あまり成果のとがらない，過去の時代の古ぼけた
、遺産としてみられた.多くの州において認めることのできるこうした傾向は，第 3表にみられるよう
に，オーストリアにおける 1クラス学校の後退を例に証明されるであろう
当時の教育改革者にとって「近代化プロセス」として理解された lクラス， 2クラスの小学校の廃
校は，後になってはじめて現れてきたように，該当の村落にとって，必然的にかなりの不都合をもた
らした.地域格差，社会格差の解消が，政治論議において特に高い伍値をもっていたちょうどその時
代において (60年代， 70年代)，矛盾することだが，都市の状況に対応する戦略による一面的な優遇
が， )奇縁農村地域を冷遇した.周縁農村地域(小村)において， (唯一の)学校の擦止は，社会的文
化的活動に，都市地域におけるよりも広範で不都合な結果をもたらした. こうした都市においては，
村におけるよりも，対人関係における匿名性，周囲との無関係性がすでに著しく進展してしまってい
るのである.農村地域における教師は，まず，村の役に立つような数多くの学校外の機能(合唱団指
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第3表 オーストリアにおける iクラス国民学校の比率の変化 1934/35-1987/88年
ナ1'
1クラス国民学校の割合(%)
1934 1948 1955 1970 1980 1987 
Burgenland 37. 9 24. 1 29. 8 18.1 2. 0 20. 7 
Karnten 17. 1 16. 1 16.9 16.9 12.6 5.0 
N iederosterreich 33.1 25. 7 36. 3 19. 1 2. 1 1.5 
Oberるsterreich 15.6 7.2 4. 1 2. 5 1.7 1.0 
Salzburg 17.3 6. 6 13. 2 12.8 3.2 1.6 
Steiermark 14. 8 10. 5 11. 3 9. 7 4. 2 5. 3 
Tirol 49. 0 37.7 3. 8 23. 7 18.9 11. 9 
Vorarlberg 46. 2 46. 7 43. 0 27.6 24. 4 16.8 
Wien 0.5 3. 8 
全国 25. 8 19.8 2. 7 11. 2 7.7 5. 4 
資料 1934 -1980 Statistische Handbucher der Republik Osterreich 
1987 Osterr. Schulstatistik 
揮者，楽長，スポーツ団のコーチなど)をも果たさなければならない.また，村の学校では，社会的
交わりと結びつきがもたらされ，深められる.これは， 1"村落共同体J(共同生活，近隣扶助，郷土意
識など)が機能する上で¥非常に大きな意味をもっている.対人関係が監名的となり，居住地域への
アイデンティティー(すなわち， 1"郷土意識J)がより希薄で，地域流動がより大きくなっている大都
市の大住宅地のようなところによりも，独自の学校の喪失は，村に対してより痛撃を与える.小学
校の立地選択は，数学モデルの枠組みの中で，通学距離と生徒数の最適化を通して解決するこ
とのできる問題では全くなく，広範囲に及ぶ地理学的，社会科学的知識を必要とする.
2 )地理学の研究対象としての大学
第二次大戦後，特に， 60年代半ば以降，大学，単科大学の立地と流入園に関して，また，大学進学
の地域的差異，学生の「教育のための移動J，大学問で異なる魅力に関して，数多くの研究が出版さ
れた (Geissler，C. ， 1965 ; Peisert，百.G. ，1976 ; Geipel， R. ，1971 ; Muske， G. ，1975 ; Framhein， 
G. und H. G. Peisert， 1983 ; Giese， E.， H凸hl，P. und G. Langer， 1986;など参照). Alois Mayr 
(1979)は，彼の学位請求論文「大学と都市」において，特に， 1"西ドイツの新18大学立地問の都市
地理学的，経済地理学的，社会地理学的比較jに取り組んだ.上に挙げた著者の多くは，大学とそれ
の立地する地域との間にどのような経済的関係があるか，どの地域に大学の財政資金が流れるのか，
大学の間接的雇用効果はどれくらい大きいのか，こうした問題もまた究明しようとしたたとえば，
ボン大学は，約100年にわたって，ボン市当局よりも大きな予算を組んでいたし Tubingen市，
Marburg市， Clausthal市， Freiburg市， Munster市，そして， Heidelberg市において，それぞ
れの大学は，その都市の最も大きな雇用者である. このような事実をみるだけでも，大学の経済的意
味を認識できる.
P.Meusburger (1986， 1987) は，ハイデルベルグ大学を例に，教授の「地域的社会的出身」
ならびに地域的流動を分析し， J. Schmude (1988b)は， 1"ドイツの大学における女性」に取り
組んだ.
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r -4 教育施設における教師の能力と社会人口学的構造の地域的差異
一般国民の義務教育の開始以来，教師の能力水準の地域的差異とともに，教師の社会経済的構造の
地域的差異が認められる.研究可能な様々なテーマのうち， ここでは，小学校の教師の女性化にみら
れる中心周縁格差についてのみ言及したい.
これまでの研究によるとのchmude，J. ， 1988 ; Meuburger， P.， 1989， Meusburger， P. und C. 
Kremmer， 1990)，小学校教師の女性比率の地域的差異に関して，それぞれ調査スケールによって
次の 3つの法別性が認められる
「学校の立地する市町村が大きくなればなるほど，小学校教師の女性化率は高まる.J
「学校が周縁に位置すればするほど，教締の女性比率は低くなる.J
「学校が小さくなればなるほど(組織化が低くなればなるほど)，教師の女性比率は小さくなる.J
第 lのテーゼをオーストリアを例に証明してみよう. 100万都市ウィーンにおいて， 1981年の女性
比率はすでに90.3%に達していた一方で (1987/88には， 92.5%にものぼる)，人口500人以下の市町
村の学校においては，平均してわずか47.6%であった. この値は，ウィーンにおいては，世紀の変わ
り呂頃すでに越えられている(第4表参照).
第 2，第 3のテーゼは，すなわち， I中心の，ないしは，周縁の立地J，I小学校の規模Jとい
う因子が教師の女性比率に与える影響ともいえるが，以下で，フォアアルベルク州において手短
に検証してみる.
第 4表 オースト 1)アにおける学校立地市町村人口規模別の小学校教師の女性比率
学校立地市町村の人口数
500以下
501 - 1， 000 
1， 001 - 2， 000 
2， 001 - 5， 000 
5，001 - 10，000 
10， 001 - 20， 000 
20. 001 100， 000 
100. 001 - 100万
100万以上 (Wien)
小学校教師の女性比率
47.64 
63. 64 
70. 93 
75. 76 
79. 65 
81. 72 
85. 49 
87. 93 
90. 29 
資料:Sonder‘auswertung der Osterreichischen Volkszahlung 1981 
第 5表 フォアアルベルク州における国民学校立地点規模別の女性比率(%)
年
住居密集地 住居密集地外部
2， 000人以上 2， 000人以下 周縁地域
1902 42.74 36.71 16.46 
1929 42. 26 3. 72 23. 91 
1952 40. 79 36. 80 27. 35 
1963 48. 04 4. 14 27. 83 
1975 63. 69 50. 00 3. 33 
1981 75. 15 62. 25 41. 38 
1985 77.41 63. 16 4. 44 
資料:1902-1963 Vorarlberger Lehrer、schematismen
1975-1985 フォアアルベルク政府の未明j行資料
最周縁地域
5. 26 
23. 81 
4. 17 
6. 25 
35. 71 
30. 77 
35.71 
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第5表によると，密集した集落の外部，周縁ないしは極度に周縁の位置(大部分が散村地域か，山
地農民地域)にある学校においては，特にここ数十年来，常に，男性教師におさえられ，女性比率が
非常に低かったことがわかる.
「周縁の位置」というメルクマールは，学校の「規模j(=クラスの数や生徒の数)というメルク
マールと密接に関連している.学校の規模が小さくなればなるほど， これまでのところ，女性教師の
割合は小さかった〈第6表参照)
10から20クラスをもっフォアアノレベルクの大規模小学校においては， 1985年において，その教師の
うち，すでに82.4%が女性であった一方で(ほぼ，ウィーンの値に一致する)， 1クラスの小学校に
おける女性比率は，わずか19.5%であった. こうした女性比率の中心周縁関の差異は，多くの影響菌
子に起因する.たとえば，周縁農村における不良な生活条件やインフラストラクチュアー，学校担当
官庁の法律による規定，社会的，地域的に異なる男性・女性教師の新規採用，農村空間において「教
師」に期待される学校外の副次機能，職業をもっ女性に対する社会の見方などが挙げられる.
第6表 フォアアルベルク州における国民学校のクラス数別の女性比率(%)
年
学校あたりのクラス数
2 3 4 5-9 10-20 20以上
1902 6. 96 51. 16 52. 38 34. 62 38. 94 
1929 18. 33 40. 63 41. 89 3. 93 45. 98 63. 64 
1952 10. 31 36. 49 40. 23 41. 38 41. 69 
1963 4. 29 40. 91 41. 86 45. 45 51. 56 46.30 
1975 2. 64 43. 75 42. 31 56. 94 61. 54 63. 84 63. 64 
1981 13. 95 50. 00 60. 38 5. 70 71. 36 80. 87 77.78 
1985 19. 05 52. 73 58. 54 64. 95 71. 75 82. 40 
資料:1902-1963 Vorarlberger Lehrerschematismen 
1975-1985 フォアアルベルク政府の未刊行資料
E おわりに
知識，職業上の能力，そして学校教育水準が，個々の人間の経済的成功や社会的上昇をより決定づ
けるようになるにつれ，また，ある国の f知的ポテンシャ)~j (人間資本〉が，国際的な経済競争に
とって，より意味をもってきたことに応じて，教育・能力の空間構造やプロセスもまた，より明瞭に
前面に現れてきた
「水平的労働分業j，つまり，経済活動の職業部門，経済分野への区分，この空間的次元が，数十
年にもわたって，地理学の中心的な研究対象で、あった一方で， r垂直的労働分業j，つまり，教育・能
力水準による，決定権・監督権による，あるいは，働いている人間の技量や知識レベルによる経済活
動の区分は，これまで広くなおざりにされてきたまさにこうした観点が，多くの経済構造，社会構
造の説明の際，また，様々な経済活動の立地パターンの説明の際，重要な役割を果たすのだか.発明
の発生やイノベーションの空間的拡散もまた，局知のごとく，住民の知識レベル，情報レベルと密接
に結び、ついている.
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教育システムならびに情報・教育・能力水準の空間構造とプロセスは，特にドイツ語圏において60
年代半ば以降発展してきた地理学の新しい重要な研究領域である.
都市化のプ口セスは確かに世界中で認められるが，それぞれの文化地域で非常に異なった形態で進
んでいる.それと同じように，教育・能力水準の社会的経済的意味の増大は，世界中で認められつつ
あるプロセスである.それは， とりわけ様々な文化地域で，様々な経済システムで，そして，様々な
経済発展階段で，様々にかたちづくられており，非常に様々な種類の空間格差を示している. このよ
うな文化地域間の差異にもまた，教育・能力水準の理解のための方法論上の手段が適合されねばなら
ない.
(山本充訳)
本稿は/¥イデルベルク大学地理学教室ベーター・モイスブルガー教授が， 1989年 9月5日の筑波大学にお
ける講演に加筆修正したものである.原題は，“Aufgabenund Forschungsschwerpunkte der Geographie 
des Bild ungs -und Qualifikationswesens"である.
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